
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：23－010） 

 

１ パプアニューギニアのマラぺ首相兼外務大臣は、中国との間の査証相互免

除協定について議会の承認を求め、二国間関係を強化するための共通のコミッ

トメントを反映する形で全会一致の支持を得た。この協定は、公用及び外交旅

券所持者に対し、到着時のビザ発給を可能にすることで相互の行き来を円滑に

するものである。マラぺ氏は、「この協定は、二国間のビジネスと観光を強化

するための重要な一歩である。国家代表や公式代表の渡航手続が合理化され、

彼らの重要任務が円滑に遂行される。さらに、政府関係者のみならず両国間の

貿易、観光に携わる個人にも渡航準備の負担軽減という便益をもたらす。」と

述べた。批准されれば、二国間関係が強化され、相互理解を大いに促進する重

要な節目となる。 

原文 

（19th June 2023, PACNEWS） 

 

２ パプアニューギニアのマル国際貿易投資大臣は、豪州との貿易が数十年に

渡り、豪州側に有利なように偏っていることに不満を示し、中国との貿易を増

加させることを示唆した。同大臣は、鉱物の輸出が多くを占める一方で、特に

農作物の輸出が 2％に満たないことを問題視している。同大臣は、「もう十分

だ。今年から我々は立ち上がる。我々は支援してくれる国と付き合う。すべて

の国は友人であり敵などいない。地政学に興味はない。我々の最優先事項は、

国民の未来を守ることである。」と述べた。豪州はパプアニューギニアの農作

物の輸出増加を支援しており、アルバニージー首相は今年初め、農家や生産者

が国際市場に参入できるよう、バイオセキュリティの体制強化を支援すると約

束している。また、豪州と中国はそれぞれ、パプアニューギニアとの自由貿易

協定（FTA）の実現可能性調査を実施している。パプアニューギニアは、豪州

が最大の貿易相手国で、中国も僅差で続いており、両国からはどの貿易相手国

よりも大きな貿易黒字を享受している。 

原文 

（20th June 2023, Radio NZ） 

 

３ 月曜日（6 月 19 日）、公海を保護するための世界初の国際条約が国連で採

択される。15 年以上に及ぶ議論の末、歴史的な環境保護協定は大きな一歩を踏

み出す。この画期的な条約は、世界の海の 60％以上を占める国際海域に環境保

護区域を拡大するための法的枠組みを創設するものである。国連加盟国は 3 月
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に条文案に合意し、その後国連の 6 つの公用語への翻訳作業が行われてきた。

しかし、これで終わりではなく、国連での採択後、この条約が発効するために

は少なくとも 60の加盟国が批准することが必要である。 

現在、公海の約 1％が何らかの保全措置により保護されているが、これは 12

月にモントリオールで合意された 2030 年までに世界の陸と海の 30％を保護す

るという目標には到底及ばない。国際自然保護基金（WWF）の海洋政策専門家

であるジェシカ・バトル氏は、「この公海条約が批准されなければ「30×30」

（※2030年までに世界の陸と海の 30％を保護するという目標）は達成されない。

シンプルなことである。」と語る。 

この条約は正式には「国家管轄権外区域における海洋生物多様性」（BBNJ）

に関する条約であり、国際水域において実施される活動について環境影響調査

を実施させる要件も導入する。このような活動には、条文には列挙されていな

いものの、漁業や海上輸送といったものから、深海における採掘活動、温暖化

防止のための地球工学プログラムのように、議論を呼びそうな探求活動も含ま

れると考えられる。 

さらに、公海における科学的調査により収集された「海洋遺伝資源」（MGR）

による利益を共有する原則が規定される。 

この条約は国際海域におけるガバナンスを確立する大きな一歩ではあるが、

多くの疑問点が残されており、今後の BBNJ締約国会議にて取り上げられること

になるであろう。 

原文 

（19th June 2023, PACNEWS） 

 

４ 木曜日（6 月 15 日）、ミクロネシア連邦（FSM）で、入国管理における感

染症対策強化のための新たなプロジェクトが開始された。このプロジェクトは、

日本政府の出資により、国際移住機関（IOM）が FSM政府及び州政府の協力を得

て実施するもので、海陸の入国管理技術や設備を更新するとともに、入国管理

にあたる職員の感染制御能力向上を図る。日本政府から 690 万ドル以上の資金

提供を受け、太平洋の 7 か国で同様のプロジェクトが予定されており、マーシ

ャル諸島（RMI）とサモアでは今年初めに開始されたほか、パプアニューギニ

ア、トンガ、ツバル、キリバスでも実施が予定されている。 

原文 

（21st June - 4th July 2023, The Kaselehlie Press） 

 

５ 6月 15日、ミクロネシア連邦（FSM）のシミナ大統領、法務大臣、在 FSM豪

州大使は、1990年に豪州から初めて供与された巡視船である FSS Palikirに別

れを告げた。シミナ大統領は基調演説で、同船が長年に渡り FSM の海上保安勢

力として重要な役割を果たしたと述べた。在 FSM豪州大使は、同船が 33年間忠

実に FSM での業務を遂行したと述べ、シミナ大統領を含む歴代の FSM 政府によ

るパートナーシップの継続に謝意を表した。 
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FSMは新たにガーディアン級巡視船 FSS Tosiwo Nakayamaを受け取っており、

今年後半には２隻目を受け取る予定である。 

原文 

（21st June - 4th July 2023, The Kaselehlie Press） 

 

６ ユナイテッド航空は、マーシャル諸島行きの日曜日の便を追加し、コロナ

禍以前のサービス内容に戻すことを発表した。コロナ禍以前は、アイランドホ

ッパーを定期的に週 4 便、より正確に言えば、繁忙期に週 4 便に増やして運航

していた。2019 年以来初めて、マジュロは日曜日に 1 便及び月曜日に 2 便を扱

うことになる。日曜日のアイランドホッパーはグアムを出発し、チュークとポ

ンペイを経由して午後 6時 35分にマジュロに到着する。月曜朝のグアムに戻る

便でもクワジェリンとコスラエは経由しない。その他のフライトは従来のまま

である。 

原文 

（23rd June 2023, The Marshall Islands Journal） 

 

７ マーシャル諸島のカブア大統領は、水曜日（6 月 21 日）の朝、財務大臣の

ワセ氏を解任し、キャステン・ネムラ議員を新たに任命した。ネムラ氏は、

2022 年に同大統領から外務貿易大臣を解任されていた。ワセ氏によると、解任

の理由は知らされていないという。 

原文 

（23rd June 2023, The Marshall Islands Journal ） 

 

 

  



 
 

 

  



 

 

 

 

 
  



 

 

 
 

  



 

 

 


